
第1章 東アジア諸国経済の展望

　 1999年は、97年の中頃に始まり、98年に悪化したアジアの金融危機で深刻な影響を受けた多くの経済が回復を示した年であった。韓国はその転回が一番劇的だった国で、98年の-5.8％が99年には+8.5％になった（表1.1）。同様の転回がマレーシアとタイでも見られた。両国とも、98年の-7.5～-8％の成長から99年には+4～+4.5％へと転換した。同様の成長率の上昇が、インドネシアでも見られたが、水準が低くて99年はなお0％であり、なお経済は危機の余波を受けて幾多の困難に直面している。香港でも、成長率は一挙に6％回復したが、それでも99年の成長率は1％と低い。シンガポールとフィリピンは、共に今回の危機から大きな影響は受けなかったが、99年の周辺国の転回から好影響を受け、それぞれ99年には5.5％と3.0％成長した。台湾は、昨年の大地震の被害にもかかわらず、比較的高成長を加速させた。日本も、主として政府の巨額の財政刺激によって成長率をプラスに回復した。中国とベトナム両国は、成長率が下がった点では主要国の例外国であったが、しかし成長はもちろん高水準を持続した。

  回復したとは言っても、99年の各国成長率は、なお過去15年の平均以下である。繰り返し強調したが（ICSEAD, 1999）、過去40年間アジアの主要国経済は、おしなべて極めて高い成長率を維持してきた。高成長はアジアの大衆に生活水準の向上をもたらし、広汎な貧困をなくした。こうした背景もあって、多くの国民経済を痛撃した金融危機を予想する向きはほとんどなかった。たしかに危機の前十年位は大好況であり、景気後退は不可避と思われていた。しかし景気変動の時期と振幅を予想することは至難であった。同様に、今の時点で、金融危機が既に終わったか、アジア経済が嘗て大半の国が謳歌したような高成長路線に戻れるのか、を予言することは難しい。

一年前に我々が報告の全体展望で述べたように、好況時にはアジア経済の長所が誇張され、危機以後では短所が誇張されがちである。その事は今も正しいが、現時点では、いずれの方向に誇張する傾向も特に見られない。1999年のアジア経済については、大きな不確実性があると言ったが、1年前と比べると、アジアの現状はより安定してきたように思われる。もちろん、将来の不確実性は依然として大きい。それは表1.2に要約した各国際機関等の予測値を見れば明らかである。平均して、それ等の予測値は、成長の大回復が予想される香港とインドネシア以外では、すべての国の経済成長率はほとんど不変である。更に、平均的な予測では、成長率が低下するのは日本・韓国・中国の三ヵ国のみだと言う。概して言うと、2000年の各国経済は1999年と大同小異である。従って、アジア経済が2000年に直面する課題も1年前と似ている。東アジアは各地各様で共通課題を見つけにくいが、以下二三の重要課題を若干の国について指摘したい。

危機以後の論議の中心問題の一つは、政策ないし制度変革の問題である。その大半は危機への対応策であるが、「速すぎる回復」が却ってその実施を遷延させないかという問題がある。これは韓国の場合に特に明白である。早期回復に自己満足して財閥改革努力が弱まるだろうという。タイでも、同様の理由から、金融制度の改革と官僚による政策決定機構の改革努力が弱まったと見られている。マレーシアでは、早期回復が政府の介入を、特に金融市場で、強めていることを心配する向きがある。この問題は、ある意味では、単なる言葉の遊戯であるかも知れない。何故なら「速すぎる回復」などはないからである。しかし指摘されている問題は確かに存在する。政策担当者は、危機が提起した課題解決に必要な改革を進展させる上で、多くの困難に直面するに相違ない。

これに関連して、地域経済の今後に影響する重要課題は金融制度改革である。我々も、今回の金融危機の原因として最も明白なのは、金融機関の貧弱な経営管理とその行政監督であった、と考えている。具体的に言うと、日本・韓国・インドネシア・マレーシア及びタイを含む大半の国で、銀行その他の金融機関は、適切な担保も、借り主が債務を確実に返済できる所得の流れが有する保障も無いままに貸付を行った。そして更に、金融を監督する政府・中央銀行当局も、不良債権を最小限に押さえるような行政指導や監督を怠った。危機の後では、多くの国がより厳しい法令や規制を定めたけれども、過去の不良債権や未返済貸付の累積は、インドネシアでもタイでも、依然として巨額であり、日本でもマレーシアでも韓国でも、依然として重要課題として残存している。

日本では、また韓国とタイでも程度は低いが、財政赤字が巨額で、いつまで今のやり方が続けられるか疑問である。日本政府は経済刺激のため赤字財政を継続したため、累積債務を過大にしてしまった。だが支出を急減させれば、折角乗った回復軌道も頓挫する。同様の政府債務が韓国とタイでも拡大しているが、今のところ日本より遙かに小さく、回復力も大きい。

国際的な金融部門の改革としては、国際通貨基金の改革ないしアジアが、将来の地域内金融危機に備えて独自の基金を必要としないか、という問題が注目をあびている。ここで最も基本的な問題は、国際的に「最後の貸し手」が必要かどうかであり、もし必要ならどれくらいの経費をかけるに値するか、という問題である。そこには実際「道徳的危険」（moral hazard） の問題がある。この問題の分析家には、最後の貸し手という考え方は、個々の政府当局者を無責任な行動に走らせる危険があるから、良くない考えだと指摘する人もある。他方、国際通貨基金のアジア金融危機への対応策に不適当な点があったから、通貨基金そのものの改革が必要であるが、代案としてはアジアに通貨基金を補完する地域基金を設立する必要がある、と議論する人もいる。

またもう一つ国際的議論をまねいているのは、貿易問題である。シアトルにおける世界貿易機関（WTO）協議の挫折が、アジア経済の前途に暗雲を投げかけている。近年進んできたこの地域の自由化拡大の歩調をゆるめさせる危険があるからである。アメリカの反ダンピングの激しい動きは、特にアジアの輸出にとってもう一つの潜在的危険である。他方、中国とアメリカが中国の加入の条件について合意したことは、中国と台湾が2000年と2001年に加入できる希望を高めた。これはアジア諸国の経済に、中国経済の大幅な開放と台湾市場の一層の自由化という成果をもたらすに相違ない。地域レベルでは、アセアン自由貿易協定（AFTA）の議論が続いているが、参加国の中には、協定実施をこれ以上進めることに躊躇する向きもある。また日韓の間の貿易自由化も論議されている。これが持つ潜在的逆効果は、原産地規定とその実施いかんでは、たいへん大きくなる。それにも拘わらず、世界貿易機関の自由化の過程に新しい息吹を入れる必要が大いにあり、アジアの国が近い将来これに貢献するのが望ましい。

政治の分野では、日本・台湾及びタイで重要な選挙が行われる予定であり、インドネシアの政情は極めて流動的である。日本・台湾の選挙結果は、経済政策をほとんど左右しないであろうが、新台湾政府の中国問題の扱い方次第では、東アジア全域が影響をうけるであろう。この点、中国・台湾問題は、北朝鮮対隣接国特に日韓との関係と同様に、爆発の危険を秘めている。タイの選挙は、金融危機以後の現政府の政策と政治システムに対するテストであり、国民投票である。だがその結果が、政策を大きく左右するようには思われない。インドネシアについては、1999年は、独立以後最大の政治的移行を達成した年として回顧されるかも知れない。しかし現政府は、今もってこの極端に多様な国の統一維持に奮闘中であり、この政府と民主政治が、今の混乱のなかで生き残れるかどうか、まだ判らない。その上、経済の困難も著しく、正常な路線に復帰するには5年位の歳月を必要とするであろう。

より長期的に考えると、東アジア経済にとって最適な成長率がどのくらいであるか、という問題がある。これは地域内の富裕国―シンガポール・香港・日本・台湾・多分韓国も―にとっては重要でない。しかしその他の諸国にとっては、87年～96年の好況時の成長率が高すぎて維持できないとなると、国民の福祉への含意は大きい。一面では、この議論をする人は、高成長が各国経済の経済基盤に非常な負担を強いたことが、危機を惹起したずさんな経営と政策の誤りの原因でもあったと主張する。他面、地域内の貧しい国々、中国・インドネシア・フィリピン・ベトナムにとっては、成長の減速はそれだけ国民福祉の減退を意味する。明らかに東アジアの過去40年間の高成長が証明したように、かなりの期間高成長を持続することは可能である。従って、提起すべき問題は、持続可能な適正成長率はどれ位かでなく、高成長の費用を最小にするような制度の変革を実現する最適な仕方はどんなものか、であろう。

個々の国民経済の議論を始める前に、その成長の達成を評価する経済指標について、やや詳しく見ておく。一番基本的なものは、各経済の規模・生活水準に関するもので、四つの指標が表1.1に掲載されている。それは、国内総生産（GDP、一年間にその国民経済内で生産された財・用役の価値）とその一人あたり額である。生活水準の指標として多分一般に多く使われるのは、米ドル表示の一人あたりGDP（各国の年々の国内総生産を、当該国通貨の年間平均対ドル交換率で米ドル換算した値）であろう。また米ドル表示のGDPが、経済規模の指標としても使われる。表から明らかなように、金融危機は多くのアジア諸国民の生活水準に特筆すべき打撃を与えた。例えば、98年には韓国の一人あたりGDPは33％下落し、インドネシアでは57％、マレーシアでは29％、フィリピンでは22％、タイでは26％であった。しかし99年には、この喪失の大半は回復された。一人あたりGDPで、韓国は28％、インドネシアは48％、マレーシアは9％、フィリピンは14％、タイは11％上昇したからである。この事は、各国民の生活水準がこれほど変動したことを意味するであろうか。答えは否である。その理由を理解するには、米ドルで表示した一人あたりGDPが生活水準の指標としては、他の指標とくらべて、二つの重大な欠陥を持っていることを知らねばならない。それは物価の時間的な変動も、また国際間の変化も十分に反映しないからである。時間的変動に対する調整は、国内通貨での一人あたり実質GDPを比較して行うのが通常で、以下2章～12章では主としてこれによった。この尺度は表1.1には掲げられていない。その理由は、それは国際比較が難しいからである。物価の国際較差を反映するためには、国際ドル表示（international dollars）で行うのが通例である。それが表1.1に掲げられているものであり、以下の各章にも引用されている。要するに、それは年々のGDPを国際ドル表示し、各国各年別に同一のドル評価で比較したものである（Penn World Tables, 1995）。この調整を行った最大の影響は、富裕国と貧困国の所得較差を縮めることである。理由は、貧困国では非貿易品目特にサービスが富裕国より格段と安いからである。例えば、もし97年の韓国と日本の一人あたりGDPの比を、年々のドルで計算すれば0.36であるのに対し、国際ドルなら0.56になる。もっと貧しい国については、この較差縮小はもっと極端である。タイ対日本なら、0.08が0.28になり、インドネシア対日本なら0.03が0.14、ベトナム対日本なら0.01が0.07になる。

国際ドルでの計測が影響するもう一つの点は、一人あたりGDPの変動を年々のドルの計測値よりも小幅にすることである。例えば、表1.1の資料が利用できる10ヵ国中の8ヵ国については、87年から96年までの好況時の一人あたりGDPの成長率は年々のドル換算の値よりも小さかった。例外は中国とベトナムである。中国は後で議論するが、ベトナムは87年と89年に対ドル交換率の大下落があり、一人あたりGDPも減少した。従って、98年～99年の一人あたりGDPを国際ドルで計算すれば、年々のドルで計測したよりも遙かに小さくなるであろう。

中国が例外的に、87年～97年の成長を国際ドルで測った場合（2.6倍）の方が、年々のドルで測った場合（2.3）より大きくなるということは、重要な問題である。中国の国際ドルで測ったGDPの大きさは、国際的論議の的だからである。例えば、1996年について、中国の一人あたりGDPの日本のそれに対する比率は、年々のドルで測れば、0.02にすぎないが、国際ドルで測れば0.13と6.5倍になる。国際ドルで測れば、中国経済の規模はアジア最大で、1997年には日本経済の1.3倍となる。ここで強調したいのは、国際ドル表示のGDPの計測の背後には各国間の物価の比較をするという問題があり、それは極めて困難な作業だということである。その上、中国自身が、上記のような計測結果は中国と他国の価格差を過大評価し、従って中国の実質所得を誇張しているとして反論してきた。興味深いのは、ここで引用している数字のもとを提供した世界銀行（1999a）が、この批判に留意して中国のGDPの推定値を引き下げたことである。例えば、昨年の世銀報告（ICSEAD, 1999, p.9）の数字は、今年の数字（今回の表1.1）より遙かに高かった。87～90年では22～27％高く、91～94年では29～36％高く、95～96年では39～41％も高い。

（9頁に続く）
ここで強調したいのは、一人あたりGDPが生活水準の尺度として持っている弱点である。なかでも基本的なのは、市場を通さない生産が含まれていないことである。それには、家族や隣人の貢献のようにプラスの時もあり、公害が補償されない時のようにマイナスの時もある。だから生活水準を考えるには、他の経済指標やそれ以外の指標を活用しなければならない。その点は以下の各章で検討する。

各章は三節からなっている。最初の2節は、共通に各国経済の基本動向を展望し、国際取引の実態を詳しく検討する。付属表は、各国の基本的な経済指標と国際取引統計を80～99年について示す。それに対応して、ここ数年の趨勢に注目すると共に、より長期の歴史的展望に立ってその趨勢を検討する。第3節は、章ごとに異なる。日本の章では、当センターの立地と読者の多くが居住する北九州市経済のアジア貿易に焦点をあてる。他の章では、それぞれの経済の対日貿易を重点にする。それらに関する表は、データと紙数の制約のため、近年の5～10年に限られる。

最後に、表1.1及び国別の表で1999年の数字は、説明目的のためで、表1.2の場合のように公式の推定値ないし予測値と解釈しないでいただきたい。それ等は、表1.2の予測のようにモデルを使って行ったものではない。1999年の数字は、データの出所および注にしるしたような仮定の下での「勉強した者の推計値」である。今年は、敢えて一番最近年（1999）について昨年よりも多くの経済指標の推計値を掲げた。その際GDPの成長率やインフレ率（GDPデフレーター）に関する仮定の基は、（1）表1.2の予測や他の関連する予測、（2）1999年初めの2ないし3四半期の値、及び（3）我々が当該国の事情に詳しい他の学者・政策当局・実業家との会話から得た知見である。人口の成長率は、単純に過去の年率の延長であり、他の指標の仮説は、99年の6ないし11ヵ月の実際値の趨勢を延長して得た。為替レートと株価指数については、年間の確定した数字に基づいているから比較的正確なはずである。
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